
図書館は子どもから大人までが利用で
きる生涯学習の中核施設であり、「学
校との連携」や「ビジネス支援」等、
図書館のサービス機能を効果的に活用
することで、地域のまちづくりへの貢
献が図れる施設です。新市においても、
均衡ある発展のため、文化・学習の拠
点として図書館の整備計画について、
施設の配置を含めて検討することが必
要になるとの考えから、主要な事業と
して位置付けております。

津久井地域に図書館を作っていただ
きたい。

廃校後の施設の有効利用は、地域の活
性化や振興の観点から、地域住民のご
意見をお聴きしながら、大学や研究機
関などの誘致等を含めて検討すること
になると考えております。

藤野町の廃校への大学や研究機関の
誘致を検討して欲しい。

相模原市、津久井町、相模湖町の合併
に際しては、合併特例債を活用した
「合併市町村振興基金の積立」を検討
することといたしました。相模原市と
藤野町の合併に際しても、藤野町の地
域特性を生かして、「地域住民の連帯
強化、地域振興」及び「芸術文化の推
進」に取り組むこととしております。

藤野町における地域振興の事業促進
のため、基金を創設して欲しい。

１５　保健・医療・福祉〈４件〉
合併協議会の考え方意見の要旨

新市において市民誰もが安心して生活
できるよう、医療体制や健康づくりの
充実を図ることが必要であると考えて
おります。
このため、原則として現在の藤野町に
おいて実施している事業は、現行のま
ま新市に引き継ぐか、又は相模原市の
制度に統合することとしているもので
す。

藤野町の国保診療所は非常に役立っ
ている施設であり、存続して欲しい。

津久井赤十字病院は不便であり、市
立大型病院の設立が必要である。

藤野町の廃校になった小学校の跡地
を利用して、医療機関を設ける必要
がある。

基本健康診査事業、がん健診事業、
健康増進事業の存続を望む。

１６　公共施設統合整備の基本的な考え方〈１件〉
合併協議会の考え方意見の要旨

合併によるスケールメリットを生かし
て、市民生活に急激な変化を及ぼさな
いよう、利便性や地域バランスなどに
配慮しながら公共施設の統合整備を行
うとともに、既存の公共施設の活性化
をより一層図る必要があると考えてお
ります。

生きがいを持つ高齢者を受け入れ、
農業や林業に活力を取り戻すために、
合併により余裕のできた４町の施設
を効率よく利用することが必要であ
る。

　合併市町村基本計画は、素案に対して住民の皆様からいただいたご意見や神奈川県との事前協議の結果を踏まえるとともに、その後明らかと
なった国の地方財政対策などを考慮して修正を加えました。そのうち、主な修正箇所を紹介します。

 基本目標の修正
　住民の皆様からいただいたご意見のうち、基本目標についての「自然・環
境」分野に関するご意見の趣旨（４面参照）を踏まえて、基本目標Ⅱの文章
に下線部分を追加しました。

　

　　新市の西部は広大な森林や清流、湖などみどり豊かな自然環境に恵まれてお
り、神奈川県の重要な水源地域となっています。また、自然と都市の融合や自
然と人との共生をまちづくりの基本に、日常的に暮らしの中で自然を身近に感
じられるようにすることにより、人々の自然に対する意識をより深いものとす
ることが求められています。

　　同時に、相模川上流の水源地域からその下流にあたる都市部までが一体の地
域となることから、地域全体の健全な水循環を確保するための施策を総合的に
行うことにより、生態系に配慮したうるおいある水辺空間づくりを進める必要
があります。

　　このため、水源涵養、治水、保健休養等の森林の有する公益的な機能に配慮
した保全方策を推進するとともに、自然環境に対する意識を啓発し、河川、湖
の水質の向上を図るなど、水源地域の総合的な環境の向上を目指します。

　【以下略】

 財政計画の修正
　素案作成後に示された、国の制度改正による影響などを考慮して財政計画
を見直しました。主な内容は次のとおりです。
○国の制度改正等による影響
　平成１８年度地方財政対策＊１を考慮して、地方交付税や臨時財政対策債（市
債）の減額を見込みました。また、三位一体の改革＊２による影響として、税
源移譲による市税収入の増や児童扶養手当などの国の負担率引下げなどによ
る国支出金の減を見込みました。
　さらに、税制改正の関連では、平成１８年度税制改正に伴う市税収入の増を
見込むとともに、減税に伴う減収を補うために措置されている地方特例交付
金（地方譲与税・交付金）の段階的な減額と廃止、及び減税補てん債（市債）
の廃止による影響を見込みました。
○投資的経費に係る修正
　国の制度改正等の影響を受けて、一般財源が減少することになりますので、
必要な事業費を確保しながら総事業費の抑制を図るため、主要事業等の事業
費や実施想定年度を見直したほか、財源として国・県支出金や市債を増額し
ました。その結果、投資的経費は９年間で約５０億円の削減にとどまりました。
　上記の変更などに伴い、右の表のとおり財政計画（歳入・歳出）を修正し
ました。修正箇所は下線の部分です。

【歳入（素案）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳入合計その他市債国・県
支出金地方交付税地方譲与税

・交付金市税

１９０，１１９２１，７１０１９，４４１２７，３１９３，７４６１１，５４７１０６，３５６平成１９年度
１８３，７６６１９，１８７１７，６３７２５，５９１３，７８６１１，５３６１０６，０２９平成２０年度
１８０，３０５１８，１０８１６，６７３２４，５２８３，７８８１１，５４４１０５，６６４平成２１年度
１８１，０７８１９，１１４１６，６５５２４，５２６３，８５９１１，５６４１０５，３６０平成２２年度
１７９，９１５１８，５７５１５，７８２２４，８４６３，８９２１１，５９９１０５，２２１平成２３年度
１８２，０６５１８，７８６１７，２０７２５，４４０３，９７４１１，６３４１０５，０２４平成２４年度
１８２，３１５１８，６４６１７，６１５２５，７５０４，０５７１１，６６９１０４，５７８平成２５年度
１８４，３６６２０，３９９１７，５３１２６，４５６４，１３１１１，７０５１０４，１４４平成２６年度
１８３，２０２２０，８２５１６，４５７２６，２８０４，２０７１１，７４０１０３，６９３平成２７年度

【歳入（最終）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳入合計その他市債国・県
支出金地方交付税地方譲与税

・交付金市税

１９０，７７９２１，５２８１９，４７１２５，２２４３，５４０１２，２３８１０８，７７８平成１９年度
１８５，４０３２０，２０７１７，３５７２４，３２２３，５７５１１，４９０１０８，４５２平成２０年度
１８３，７１７１９，６３２１７，３２１２４，３４０３，５７７１０，７６１１０８，０８６平成２１年度
１７９，７２１１８，４７０１５，０１９２４，０４１３，６２９１０，７８０１０７，７８２平成２２年度
１８０，３５１１８，３３３１５，７７６２４，１３８３，６４５１０，８１６１０７，６４３平成２３年度
１８１，５４７１９，２９３１５，５４９２４，７０５３，７０３１０，８５１１０７，４４６平成２４年度
１８２，３３４２０，２１６１５，９０７２４，５５９３，７６５１０，８８６１０７，００１平成２５年度
１８３，０７０２０，５５１１６，５６７２４，６３５３，８３０１０，９２１１０６，５６６平成２６年度
１８３，１７９２１，１１７１６，３９４２４，７０６３，８９０１０，９５７１０６，１１５平成２７年度

＊１　地方財政対策　毎年度の国の予算編成に合わせて、地方財政全体の歳入歳出の均衡
を図るためにとられる地方財源の確保対策のこと。

＊２　三位一体の改革　国と地方の税財政制度についての改革で、「国庫補助負担金の廃
止・縮減」、「地方交付税の見直し」、「国から地方への税源移譲」の３つを同時
に行うことにより、地方が自らの権限、責任、財源のもとで必要なサービスを選択
し提供する、分権型社会を実現することを目指すもの。

【歳出（素案）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
歳出合計その他投資的経費補助費等物件費公債費扶助費人件費
１９０，１１９３６，４９７２９，８１６７，８２６２４，４３５１９，２３５３０，０９４４２，２１６平成１９年度
１８３，７６６３４，３２７２４，５０４７，８８４２４，４５９１９，５８３３０，９３６４２，０７３平成２０年度
１８０，３０５３２，８２２２０，６０６７，９３４２４，４８３２０，６３０３１，６９４４２，１３６平成２１年度
１８１，０７８３２，５６０２１，７７１７，９７８２４，５０８２０，０４６３２，３５９４１，８５６平成２２年度
１７９，９１５３１，９３６２０，２１０８，０１４２４，５３２２０，８０９３２，９２６４１，４８８平成２３年度
１８２，０６５３２，２７０２０，９８５８，０４４２４，５５７２１，３５７３３，３８７４１，４６５平成２４年度
１８２，３１５３２，６１７２０，１１４８，０６６２４，５８１２１，６４３３３，７３８４１，５５６平成２５年度
１８４，３６６３２，９７６２１，４５１８，０８１２４，６０６２１，２６４３３，９７４４２，０１４平成２６年度
１８３，２０２３３，３４７２０，２３５８，０８８２４，６３１２０，５８９３４，０９３４２，２１９平成２７年度

【歳出（最終）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
歳出合計その他投資的経費補助費等物件費公債費扶助費人件費
１９０，７７９３８，３９３２８，５７０７，８２６２４，４３５１９，２４５３０，０９４４２，２１６平成１９年度
１８５，４０３３７，３７８２３，０７９７，８８４２４，４５９１９，５９４３０，９３６４２，０７３平成２０年度
１８３，７１７３４，６２３２２，１０７７，９３４２４，４８３２０，７４０３１，６９４４２，１３６平成２１年度
１７９，７２１３２，６９７２０，０９９７，９７８２４，５０８２０，２２４３２，３５９４１，８５６平成２２年度
１８０，３５１３２，０２８２０，３７８８，０１４２４，５３２２０，９８５３２，９２６４１，４８８平成２３年度
１８１，５４７３２，３３８２０，２７２８，０４４２４，５５７２１，４８４３３，３８７４１，４６５平成２４年度
１８２，３３４３２，６６１２０，００６８，０６６２４，５８１２１，７２６３３，７３８４１，５５６平成２５年度
１８３，０７０３２，９９５２０，００８８，０８１２４，６０６２１，３９２３３，９７４４２，０１４平成２６年度
１８３，１７９３３，３４２２０，１４５８，０８８２４，６３１２０，６６１３４，０９３４２，２１９平成２７年度

自然・環境基本目標Ⅱ

自然の豊かさを日常的に感じるまちをめざす


